
１．職員の競争試験及び選考の状況

　平成22年度実施の職員採用試験の受験者及び合格者

男 人 男 人 男 人

女 人 女 人 女 人

男 人 男 人 男 人

女 人 女 人 女 人

男 人 男 人 男 人

女 人 女 人 女 人

男 人 男 人 男 人

女 人 女 人 女 人

２．職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員の採用状況

(2) 事由別退職者数

(3) 4月1日現在の職員数

平成22年4月1日現在

平成23年4月1日現在

358人（男222人・女136人）

346人（男214人・女132人）

 ※ 上記の職員数には町長、副町長は含みません。（教育長含む。）
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(4) 部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

(5) 年齢別職員構成の状況（平成23年4月1日現在）

３．職員の給与・定員管理等について

４．職員の勤務時間、その他の勤務条件の状況

(1) 勤務時間の状況（平成23年4月1日現在）

～

(2) 年次有給休暇の取得状況（一般行政部門職員）
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3

65

14

70

税　　務

民　　生

平成22年度 平成23年度

勤務時間

開始時刻 終了時刻

期　　　間 消化率

％

％

26.1

26.7

12:00

休憩時間

一般行政職 1日あたり　  7時間45分勤務
1週間あたり 38時間45分勤務 13:00

休　　日

・日曜日及び土曜日
・国民の祝日
・年末年始
 （12月29日～31日,1月2日及び3日）

8:30 17:15

区　分

　この項目については、他の地方公共団体との団体間の比較が容易になるよう別に抜き出
してまとめましたので、そちらをご覧ください。



(3) 特別休暇等の導入状況（平成23年4月1日現在）

(4) 介護休暇の取得状況（平成22年度中に新たに取得した職員）　　　0人

(5) 育児休業及び部分休業の取得状況（平成22年度）

５．職員の分限及び懲戒処分の状況（平成22年度）

(1) 分限処分の件数及び処分事由

(2) 懲戒処分の件数及び処分事由

 産後の場合

 生理休暇

区分

有給

有給

処分名 事　　　　　由 件数

停　職 　公務外非行 1

 妊産婦の保健指導又は健康診査

 公民権の行使

 証人等としての出頭

 産前の場合

 妊婦の通勤緩和

連続する4日を超えない期間

7日以内

妻の産前6週から産後8週の期間で5日以内

5日（子が2人以上の場合は10日）以内

5日（要介護者子が2人以上の場合は10日）以内

親族に応じて1日から10日

父母の死亡後15年以内で1日

有給

有給

1日2回それぞれ30分以内

必要と認められる期間

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

種　　　　類 付与日数等

必要と認められる期間

必要と認められる期間

正規の勤務時間等の始め又は終わりにつき1日を通じて1
時間を超えない範囲内でそれぞれ必要とされる期間

産後8週間まで

特別休暇

有給

有給

2日以内

 夏季休暇

 災害による現住居の滅失等

 災害又は交通機関の事故等による
 出勤困難

 災害時の退勤途上における身体の
 危険回避

産前6週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内

1日の正規の勤務時間等の範囲内で必要と認められる期間

 保育時間(生後1年に達しない子)

 骨髄ドナー休暇

 ボランティア休暇

 結婚休暇

5日以内

連続する5日以内（週休日等を含む）

連続する2日以内で必要とする期間

有給

 妻の出産

 育児参加

 子の看護休暇(小学校就学前の子)

 短期看護休暇

 忌引休暇

 父母の法要等

有給

有給

有給

有給

有給

0

療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められる
期間（90日を超えることができない）

6か月以内

30日以内無給

平成22年度中に新たに取得した職員（人）
平成21年度
以前からの
継続取得者
　　（人）

有給 私傷病休暇

無給

2年超
2年6月以下

2年6月超

育児休業等承認期間別内訳

1年超
1年6月以下

1年6月超
2年以下

0 0 0 0
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６．職員の服務の状況（平成22年度）

　　営利企業等の従事許可の事由別人数

７．職員の研修及び勤務成績の評定状況（平成22年度）

(1) 職員研修の実施状況

① 新潟県市町村総合事務組合実施研修

専門研修 階層別研修

② 町独自研修

(2) 勤務成績の評定状況

８．職員の福利及び利益の保護の状況（平成22年度）

(1) 健康診断の実施状況

(2) 公務災害及び通勤災害の状況

係長研修 6

4 人

課長級研修 3 人

82

公務災害　　4人（臨時職員を含む。）

　うち人間ドック受診者　177人

定期健康診断の受診者　　456人（臨時職員を含む。）

研　　修　　名 受講者数

メンタルヘルス研修

　平成22年度は、分限等の処分対象となった者、勤務日数が基準に満たない者のみを評価
の対象としました。
　今後は、人材育成を目的とした人事評価の制度化を図っていくものとしています。

人

課長補佐級研修

6 人

通勤災害 　なし

一般職員研修第２部 4 人

主任・主査研修 4 人

2 人

2 人

人

研　修　名 受講者数

一般職員研修第１部税務事務新任研修 2 人

法制執務研修 1 人

固定資産税事務新任研修

財務事務新任研修

市町村民税研修

福祉・医療研修

人事評価研修

新地方公会計事務研修

2 人

1 人

2 人

2 人

研　　修　　名 受講者数

　統計調査員

103

6

　消防団員

人数事　　　　　由
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